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１．基本方針 
 

（１）業務環境 

①長野県の景気動向 

長野県経済は、一部で改善の動きがみられますが、業種間、取扱品目によって格差

が広がるなどの問題も発生しています。また、感染拡大が長引き経済活動が停滞する

と持ち直してきた企業にも影響が広がり、幅広い産業に打撃を与える恐れが出てきて

います。 

 

②中小企業を取り巻く環境 

県内の中小企業・小規模事業者の経営環境は、コロナ禍で大企業に比べさらに厳し

い状況が続いています。とりわけ飲食業・宿泊業、イベント業、旅客運送業等では、

ほとんどの企業は売上が大幅に減少したことにより、各種の助成金・補助金の利用や

政府系・民間金融機関における国の実質無利子・無担保融資等を活用し、事業継続、

雇用維持に取り組んできました。特に融資を利用した事業者については、従来よりも

債務が増加しており将来の返済負担が重くなるという問題が出てきています。 

 

（２）業務運営方針 

長野県信用保証協会（以下「当協会」という。）は、中小企業・小規模事業者（以下

「お客さま」という。）の経営の安定・発展に必要となる資金繰り支援・経営支援等を

継続するとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による経済危機という環境の下、

事業活動の継続や事業の再生に向け取り組んでいるお客さま及び東日本台風等、近年

頻繁に発生している自然災害による被害からの再生・復興に向けて取り組むお客さま

を「信用保証」を通じて支援します。 

そのため、令和３年度から令和５年度の３カ年においては、次に掲げる４項目を「主

要施策」として取り組み「地域のお客さまの未来をつなぐ、信頼され顔の見える保証

協会」を目指します。 

 
 

主要施策１ 質の高い信用保証サービスの提供 
 

お客さまのニーズに応え、その事業活動の継続・発展に貢献するため、当協会は「質

の高い信用保証サービス」を次のように位置付け、提供していきます。 

 
１）資金繰り支援サービス 

お客さまがコロナ禍の影響や自然災害からの再生・復興に必要となる資金及びコロ

ナ収束後の新しい社会に対応するための資金等に対して、最適な保証制度を迅速、的

確、きめ細かに提案し資金繰りを支えます。 

また、ライフステージに応じた資金ニーズに対し、金融機関と連携した支援を推進

し経営の安定につなげます。 
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２）経営の改善発達支援サービス 

お客さまがコロナ禍の影響やコロナ収束後に変容していく社会環境で発生する経営

課題に対応するため、最適な支援サービスにより経営改善・生産性向上の促進を図り

ます。 

また、ライフステージで抱える経営課題の解決に向け金融機関や支援機関等と一層

の連携を図り、きめ細かな経営支援・事業再生支援を展開します。 

３）求償債務の解決支援サービス 

お客さまの実態を把握し、全国信用保証協会連合会により制定された「回収部門に

おける基本ポリシー」を踏まえ、効率性を重視するとともに多様な回収方法を推進し

回収の最大化を図り、より多くの求償債務の解決につなげます。 

また、コロナ禍や自然災害により影響を受けたお客さまの事業再生や個人の生活再

生、事業を継続しているお客さまの再チャレンジ支援に金融機関や支援機関と連携し

積極的に取り組みます。 

 
 
主要施策２ お客さまの満足度向上と保証利用の拡大 
 

職員一人ひとりがお客さまの抱える課題に耳を傾け、その解決に向け提供するサービ

スを磨いていくとともに、業務環境ではデジタル化を進め満足度の向上に取り組みます。 

また、保証をご利用いただいているお客さまとの信頼関係をさらに深めるとともに、

創業者や小規模事業者をはじめとした真に信用保証サービスを必要とするお客さまとの

取引拡大を通じて、その成長を地域経済の発展につなげられるよう努めます。 
 
 
主要施策３ 経営基盤の強化 
 

コンプライアンス態勢の強化、経営のガバナンス強化を図るとともに、適切なリスク

管理や効率的な経営資源の投入を通じて財務の健全性を維持し、経営基盤の強化に努め

ます。また、お客さまの多様なニーズに応え、その成長を支援していける職員の人材育

成に取り組みます。 

 
 
主要施策４ 地域経済の発展への貢献 
 

当協会が地域に必要とされる組織であり続けられるよう、質の高い信用保証サービス

の提供を行うとともに、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が目指す社会の実現に向けた

活動など、枠組みを越えた取り組みにより地域経済の発展に貢献します。 

そのために、当協会のハブ機能を強化し関係機関との連携をさらに進め、新しく信用

保証サービスを提供する機会を創出します。 


